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（趣旨）  

第１条 この手数料規程は、別に定める株式会社北日本建築検査機構確認検査

業務規程第４５条に基づき、株式会社北日本建築検査機構（以下「機構」と

いう。）による確認検査業務の実施に係る手数料について、必要な事項を定

める。  

 

（建築物に関する確認申請手数料）  

第２条 建築物の確認申請に係る手数料の額は、確認申請一件につき、別表第

１の１及び第１の２の（１）欄に掲げる手数料の額とする。  

２ 建築物の計画変更確認申請に係る手数料の額は、変更に係る部分の床面積

の二分の一に該当する別表第１の１及び第１の２の（１）欄に掲げる手数料

の額とする。  

３ 建築物の移転、大規模の修繕、大規模の模様替に係る確認申請手数料の額

は、当該計画に係る部分の床面積の二分の一に該当する別表第１の１（１）

欄に掲げる手数料の額とする。  

４ 建築物の用途を変更する場合は、当該用途変更に係る部分の床面積に該当

する別表第１の１又は第１の２の（１）欄に掲げる手数料の額とする。  

５ 既存建築物に増築する場合は、直近の確認済証、検査済証がない場合に

は、既存部分の床面積の二分の一を増築部分の床面積に加算した床面積の合

計として別表第１（１）欄に掲げる手数料の額とする。  

６ 構造計算適合性判定（以下「判定」という。）を必要とする建築物（エキ

スパンションジョイント等により相互に応力を伝えない構造方法のみで接し

ている建築物の部分については、それぞれ別の建築物とみなす。以下この項

において同じ。）は、別表第１の１（１）欄に掲げる手数料の額に、別表第



２（３）欄に掲げる手数料の額を加算する。ただし、増築等で既存部分を含

めて判定を必要とする場合は、既存部分と増築部分の床面積の合計として適

用する。  

７ 避難安全検証法、耐火・防火区画性能検証法による場合は、別表第１の１

（１）欄に掲げる手数料に別表第３（３）欄に掲げる手数料の額を加算す

る。  

８ 構造計算を要する建築物の場合は、別表第１の１及び第１の２の（１）欄

に掲げる手数料に別表第４に掲げる手数料の額を加算する。  

 

（昇降機等に関する確認申請の手数料）  

第３条 昇降機の確認申請手数料の額は、一機につき、別表第１の１（１）欄

に掲げる手数料の額とする。（なお、計画変更に伴う再提出の場合は、二分

の一の額とする。）  

２ 昇降機以外の建築設備の確認申請手数料の額は、一の設備につき、前項と

同じ手数料の額とする。（なお、計画変更に伴う再提出の場合も、同額とす

る。）  

 

（工作物に関する確認申請の手数料）  

第４条 工作物の確認申請手数料の額は、一の工作物につき、別表第１の１

（１）欄に掲げる手数料の額とする。（なお、計画変更に伴う再提出の場合

も、同額とする。）  

 

（建築物に関する中間検査・完了検査の申請手数料）  

第５条 中間検査を必要とする建築物の中間検査申請に係る手数料の額は、申

請一件につき、別表第１の１（３）欄に掲げる手数料の額とする。  

２ 完了検査申請に係る手数料の額は、申請一件につき、中間検査が有るもの

は、別表第１の１（４）欄に、これら以外のものは、別表第１の１及び第１

の２の（５）欄に掲げる手数料の額とする。  

３ 完了検査申請に係る建築物が建築物省エネ法に係る適合義務建築物の場合

は、前項の手数料に別表第５に掲げる手数料の額を加算します。 

４ 既存建築物に増築した場合で、中間検査が有るものの完了検査申請に係る

手数料の額は、既存部分の床面積の二分の一を増築部分の床面積に加算した

床面積の合計として、別表第１の１（４）欄に掲げる手数料の額、中間検査

が無いものは既存部分の床面積の二分の一を増築部分の床面積に加算した床

面積の合計として、別表第１の１及び第１の２の（５）欄に掲げる手数料の

額とする。  



 

（昇降機等に関する完了検査の申請手数料）  

第６条 昇降機の完了検査申請手数料の額は、一機につき、別表１の１（５）

欄に掲げる手数料の額とする。  

２ 昇降機以外の建築設備の完了検査申請手数料の額は、一の設備につき、前

項と同じ手数料の額とする。  

 

（工作物に関する完了検査の申請手数料）  

第７条 工作物の完了検査申請手数料の額は、一の工作物につき、別表１の１

（５）欄に掲げる手数料の額とする。  

 

 （建築物に関する仮使用認定の申請手数料） 

第８条 建築物の仮使用認定申請手数料の額は、申請１件につき、仮使用認定

に係る部分の床面積の合計に応じて、別表第１の１（６）欄に掲げる手数料の

額とする。 

 

 （建築物以外に関する仮使用認定の申請手数料） 

第９条 建築物以外の仮使用認定申請手数料の額は、昇降機にあっては一機に

つき、昇降機以外にあっては一の設備につき、別表第１の１（６）欄に掲げる

手数料の額とする。 

 

 （遠隔地検査料の加算） 

第１０条 中間検査、完了検査及び仮使用認定においては、第５条から前条に

定める手数料の額に、別表第６に掲げる遠隔地検査料の額を加算する。 

  ただし、別表１の２に掲げる建築物は除く。 

 

（その他）  

第１１条 第２条から前条に定める手数料の額は、社会経済状況等の変化や、

その他やむを得ない事情が生じた場合は改正することができる。  

２ 第２条から前条に定める手数料の額について、機構が特別の事情があると

認めた場合は、減額することができる。  

３ 証明手数料（機構が交付した確認済証、中間検査合格証、又は検査済証）

は、１通につき５，０００円とする。 

 

 （委任） 

第１２条 この規程に定めるものの他、必要な事項は、社長が別に定める。 



 

（附則）  

この規程は、平成２４年９月９日から施行する。  

この規程は、平成２４年１１月１５日から施行する。  

この規程は、平成２７年６月１日から施行する。  

この規定は、平成３０年６月１４日から施行する。 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 


